












【問題の所在】 

こどもの問題は大きく分けて医療(健康)と教育(学校)と福祉(生活、保護)の領域に分けら

れるが、前二者の充実に比べ、福祉対策は必ずしも万全ではなく、とくに前二者等と重な

る分野において、その感が強い。 

ここに取り上げる虚弱児施設については「医療と福祉の谷間」にある問題の一つとして捉

えることが出来よう。すなわち、当初予想された対象児の減少、社会の進展とともに新た

に発生し、あるいは問題性が顕在化してきた未対策の多少なりとも医療との係わりのある

要保護児の存在等に対して、特に明確な対応がなされないまま今日に至っている問題であ

る。 

児童福祉制度では虚弱児対策として虚弱児施設があり入院加療等の必要はないが適正な環

境を与えて、生活指導等を通して健康増進を図る必要がある身体虚弱な児童を収容保護す

る制度がある。 

この虚弱児施設の対象は要保護の事情にある児童であって、結核の発病のおそれのある子

ども、神経質の子ども、体質異常児、下痢をしやすい子どもなどである。この入所基準が

定められたのが昭和23 年であり、施設の主要な目的が結核対策にあったことは明らかであ

り、15 年後の昭和 38年には収容児のうち結核性のものがまだ半数近くの47,0%を占めてい

たが(全国虚弱児施設協議会調)、年々減少の一途をたどり、最近では 10%以下に激減して

いるのが実情である(別表参照)。 

一方、施設に対するニードはと言えば、極めて地域性が強く、一県に 4カ所も設置されて

いるところがある半面、全く虚弱児施設を持たない自治体が 47都道府県の内半数の 23 府

県にものぽり、その格差は著しい。 

虚弱児の出現にそれほどの差異があるとすれば結核性のもの以外にどのような問題がある

のであろうか。また、差異がないとすれば、施設を持たない府県では該当児をどのように

処遇しているのであろうか。疑問のある点である。 

これは、基本的には「虚弱」に対する考え方の差異に基づくものと思量され、一方は虚弱

の概念を敷衍ないしは拡大解釈し、他方は昭和 23 年の厚生省の通達を厳密に受止めている



ためとみられる。 

解釈の是非はともかく、現実には措置の実施機関である児童相談所における措置の必要性

から、結核以外の先天性あるいは後天性の慢性疾患によるもの、登校拒否児等の心因性の

行動異常児(情緒障害児)、その他様々な児童が独自の判断に基づいて収容措置されており、

地域により、施設によりその内容は極めて相違し、同質の施設とは言い難いのが現実の虚

弱児施設の姿である。 

従って、同じ名を冠し、同じ制度に基づく施設でありながら、施設間では同牀各夢の状況

にあり、行政的にも実態として「同・性」の原則が崩れており、福祉の見直し論を侯つま

でもなく、虚弱児施設のあり方について検討する時期が来ているように思える。 

(尚、研究テーマの「病弱」という言葉は児童福祉法では用いていない。) 


